
郵政省は、「平成１２年通信に関する現状報告」

（平成１２年版通信白書）を、平成１２年６月２０日の

閣議に報告後、公表しました。

通信白書は、郵政省が、情報通信全般に渡る現

状と政策を広くお知らせすることを目的として毎

年公表しており、今回の白書では、特集として

「IT（情報通信技術）がひらく２１世紀―インター

ネットとモバイル通信が拡げるフロンティア」と

題し、著しい普及をみせる「インターネット」と

携帯電話・PHS等の「モバイル通信」を取り上げ

ています。

公表方法については、情報通信関連のデータを

収録したCD―ROM添付の冊子が市販されるほか、

インターネット上のオンラインショッピングモー

ル「Bay Side」（http：／／marine.bayside.ne.jp：９５１０

／library／index.html）においてオンライン販売が

行われます。また、郵政省ホームページ（http：／

／www.mpt.go.jp／policyreports／japanese／papers

／index.html）において全文を公開しています。

なお、昨年開設した、小中学生向けホームペー

ジ「通信白書for Kids（フォーキッズ）」（http：／／

www.kids.mpt.go.jp／）については、平成１２年版

通信白書の発行にあわせてリニューアルしていま

す。

平成１２年版通信白書の主なポイントは、以下の

とおりです。

第１章 「特集 ITがひらく２１世紀～インターネッ

トとモバイル通信が拡げるフロンティア

～」

１ ２１世紀の情報通信

�１ 情報通信のトレンド

インターネット及びモバイル通信は、我が国の

情報通信分野において急速にその重要性を増して

きています。現在、パソコン保有者の９割近くが

インターネットなどに接続しています。１１年度に

おけるパソコンの国内出荷台数は、対前年度比

３１．９％増の９９４．１万台、カラーテレビの国内出荷

台数は、対前年度比０．３％減の１，０１４．６万台となっ

ています。また、東西NTT加入電話契約数は、

１１年度末には、５，５４５万となりましたが、モバイ

ル通信（携帯・自動車電話及びPHS）の契約数の

合計は５，６８５万台となっています。

�２ インターネットの普及

１１年末における我が国の１５～６９歳までのイン

ターネット利用者数は２，７０６万人（対前年比５９．７％

増）と推計され、１７（２００５）年には７，６７０万人に達

するものと推計されます。また、インターネット

普及率は、世帯が１９．１％、事業所が３１．８％、企業

が８８．６％となっており、様々な場所におけるイン

ターネットの利用が拡大を続けています（図表１）。

特 集 ２

平成１２年版通信白書の公表について

郵政省大臣官房企画課
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�３ モバイル通信の普及

電気通信技術審議会「次世代移動通信方式委員

会報告」（１１年９月）においては、IMT―２０００だ

けでなく、携帯・自動車電話及びPHSを含めた将

来の公衆陸上移動通信サービス全体に対する需要

を予測しており、１２（２０００）年度末には６，４５０万契

約、２２（２０１０）年度末は８，１００万契約に達するとし

ています。この数値を参考に１７（２００５）年度末の総

契約数を試算すると、７，９０３万契約に達するもの

と推計されます（図表２）。

２ ２１世紀のビジネス

�１ 概 況

インターネットビジネスには大きく分けて、

「インターネットコマース」と「インターネット

関連ビジネス」があります。本白書では、イン

ターネットビジネスを「TCP／IPを用いたネット

ワーク上の商取引及びそのネットワーク構築や商

取引に関わる事業」と定義しました。このうち、

特に１１年から新たに開始されたマイクロブラウザ

内蔵の携帯電話端末等を接続端末とするビジネス

についてはモバイルビジネスと定義し、内数とし

て計上しました。１１年における、これらの市場規

模は、合計で２１兆１，７５６億円となっています（図

図表１ 我が国におけるインターネット普及状況

※１ 事業所は全国（郵便業及び通信業を除く。）従業者数５人以上の事業所。
※２ 企業は全国の（農業、林業、漁業及び鉱業を除く。）従業者数３００人以上の企業。
「生活の情報化調査」、「通信利用動向調査」（郵政省）により作成

図表２ モバイル通信サービスの契約数の推移及び将来予測

※ １７（２００５）の予測値には、IMT―２０００も含まれる。
郵政省資料により作成
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�２ インターネットコマース最終消費財市場

インターネットコマース調査によれば、我が国

における１１年のインターネットコマース最終消費

財市場の市場規模は、３，５００億円（対前年比約２．１

倍）となっています。これは全産業の最終需要の

０．０６％に相当し、インターネット人口一人あたり

に換算すると約１２，９３４円に相当します。また、同

市場は、２００５年には７兆１，２８９億円に達するもの

と予想されます。

�３ インターネットコマース中間財市場

インターネットコマース調査によれば、１１

（１９９９）年の我が国におけるインターネットコマー

ス中間財市場の市場規模は、１４兆４，２９８億円と推

計されます。これは、全産業の中間需要の３．３％

に相当します。今後は、インターネット技術が急

速に普及したことに伴い、現在中間財の取引を電

子化していない企業や、EDIで行っている企業が

TCP／IPを用いたインターネットやエクストラ

ネットにおける取引に移行していくことが予想さ

れます。そのため、インターネット中間財市場規

模については、２００５年には１０３兆４，２１９億円に達す

るものと推計されます。

�４ インターネット関連ビジネス

インターネット関連ビジネスは、�１インター

ネット接続ビジネス市場、�２インターネット接続

端末市場、�３インターネット構築関連市場、�４イ

ンターネット周辺ビジネス市場、の４つに分類さ

れます。１１年におけるこうしたビジネスの市場規

模の総額は、６兆３，９５８億円（対前年比６０．３％増）

となっています。また、今後もインターネットの

普及に伴い、１７（２００５）年には３１兆２，５００億円まで

拡大するものと予想されます。

�５ モバイルビジネス

モバイルビジネスの市場は、�１マイクロブラウ

ザ内蔵の携帯電話・PHS又は携帯情報端末（単体）

から、C―HTML等の言語で記述されたインター

ネット上のコンテンツにアクセスして有料情報の

提供を受けたり、商取引を行う「モバイルコマー

ス市場」、�２モバイルコマースに関連して発生す

る端末、通信料金、移動通信事業者が提供するイ

ンターネット接続サービスの利用料等の「モバイ

ルコマース関連ビジネス市場」の２つに分類され

ます。郵政省が実施した事業者に対するヒアリン

グ等の調査から推計した、我が国における１１年の

モバイルビジネスの市場規模は１，７２９億円であり、

１７（２００５）年には４兆５，２０６億円まで拡大すると予

図表３ 両ビジネスの市場の分類

３３ 郵政研究所月報 ２０００．９
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待ち合わせに遅れそうになったり、変更があった場合などに、こまめに連絡をとるようになった�

移動時間や待ち時間が有効に使えるようになった�

深夜でも知人と連絡がとれるようになった�

待ち合わせの場所や時間を事前に細かく決めなくなった�

待ち合わせに多少遅れてもあせらなくなった�

仕事とプライベートの境界がはっきりしなくなった�

電話がかかってこないと不安を感じるようになった�

自分の部屋で過ごす時間が長くなった�

想されます（図表４）。

３ ２１世紀のくらし

�１ 概 況

インターネット利用の増加は、テレビや雑誌等、

既存のメディアに接する時間に影響を与えていま

す。特に、「テレビを観る時間」が減ったとする

ユーザーが半数近くに達しています（図表５）。

一方、携帯電話・PHSは、従来、情報通信が難し

かった移動中や待ち時間を利用するため、生活時

間の変化というよりは生活時間に対する考え方を

変化させています（図表６）。

図表４ モバイルビジネスの市場規模

図表５ インターネット利用による生活時間の変化

「インターネットユーザー調査」により作成

図表６ 携帯電話・PHS利用による生活時間に対する考え方の変化

「生活の情報化調査」により作成
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�２ 障害者

インターネットやモバイル通信を有効に活用す

ることにより、障害者はコミュニケーションを拡

大し、必要な情報をより容易に入手することが可

能になります。このため、障害者の自立・社会参

加が促進され、生活の質的向上につながると考え

られます。「障害者アンケート」によれば、イン

ターネット利用により生活が向上した理由として、

「情報収集がしやすくなった」（６４．４％）、「趣味・

娯楽が増えた」（６１．１％）を挙げる利用者が多く

なっています。また、聴覚障害者にとって、文字

情報を送受信できる情報通信メディアは貴重です。

聴覚障害者が、携帯電話・PHSを使い始めて生活

がよい方向に変わった理由として、「安心して外

出できるようになった」（６０．６％）、「文字情報を

送受信できることで通話がしやすくなった」

（５５．８％）、「障害のハンディを補うことができる

ようになった」（４８．１％）点を挙げています。

４ 情報通信の課題

�１ インターネットに関する総合的な研究開発の

推進

インターネット利用者の増加やマルチメディア

化の進展に伴い、インターネットの超高速化・大

容量化の実現とともに、パソコンに加え、デジタ

ル・テレビから携帯端末等の情報家電まで、更に

はメモリやCPU等電子機器に埋め込まれたデバ

イスまで、あらゆる機器にインターネットに対応

させるための技術開発の重要性が高まってきてい

ます。

郵政省においては、インターネットの総合的な

研究開発を図るため、ミレニアム・プロジェクト

により、�１次世代インターネットに関する研究開

発等、�２情報家電を活用したインターネット技術

の研究開発、�３スーパーインターネットに関する

研究開発を実施することとしています。

�２ デジタル・ディバイド

世界の地域別インターネット普及率をみると、

利用者数と同様に米国・カナダの普及率（４５．７％）

が非常に高く、次いでヨーロッパ（９．９％）、中東

（２．２％）となっており、米国・カナダとその他

の地域における普及率の格差は非常に大きくなっ

ています（図表７）。

「通信利用動向調査（世帯調査）」により、イン

ターネットを利用している世帯の属性について分

析すると、居住する都市の規模が大きいほど、世

帯主の年齢が若いほど、世帯年収が高いほどイン

ターネットの普及率が高くなっており、地域、年

齢、所得によって格差が生じていると考えられま

す（図表８）。

図表７ 世界の地域別インターネット普及率

世界の統計２０００年版（総務庁）、NUA社資料により作成
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第２章 「情報通信の現況」

１ 情報通信産業

我が国の情報通信産業の実質国内生産額は、１０

年には１１２．９兆円となり、全産業に占めるシェア

は１２．５％と、我が国の経済活動が低迷を続けた近

年においても、順調に成長を続けています。実質

国内生産額を情報通信産業と主な産業について比

較すると、情報通信産業は昭和６０年に卸売を、７

年には建設を上回りました。

２ 電気通信サービス

１０年度の総通話回数は１，２３７．９億回で、対前年

度比１．０％増となっています。また、総通話時間

は５０．８億時間で、対前年度比５．０％増となってい

ます。これを発信別にみると、加入電話等からの

通話時間は４２．４億時間（対前年度比０．６％減）と

減少しています。一方、携帯・自動車電話及び

PHSは、それぞれ７．２億時間（同５６．１％増）、１．１

億時間（同７．１％増）と増加しており、特に携帯・

自動車電話は、急速な伸びを示しています。

３ 放送サービス

「衛星放送」は、現在アナログ放送を提供する

BS放送、主にデジタル放送を提供するCS放送と

も、契約数は順調に伸びています。NHKのBS放

送は、平成１１年度には、１，０００万契約を超えてい

ます。

４ 情報化

家庭の情報化についてみると、１１年度において

は携帯電話の世帯普及率が６４．２％、インターネッ

トの世帯普及率は１９．１％と、家庭において情報化

がさらに進んでいます。

一方、家庭において通信・放送サービスに対す

る平均支払金額は、１０年度から１１年度にかけて増

加しています。特に「移動通信料金」は１１年度に

は１０，０００円を超えており、２年以降、消費支出は

図表８ インターネット普及率

「通信利用動向調査（世帯調査）」（郵政省）により作成
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概ね横ばいの傾向にある一方、情報通信支出は７

年以降、一貫して増加しています（図表９）。

第３章 「情報通信政策の動向」

この章では、１１年度を中心とした郵政省の情報

通信政策について述べています。

１ 電気通信市場の改革

郵政省としては、２１世紀初頭を視野におき、電

気通信分野において新たに取り組むべき政策とし

て、�１競争政策の一層の推進、�２インターネット

の普及・高度化、�３電波利用の一層の促進・高度

化、�４情報通信利用環境の整備を内容とする「第

三次情報通信改革」を推進しているところです。

２ 放送の高度化

地上放送のデジタル化については、１０年１０月に

出された地上デジタル放送懇談会報告を受けて、

関東・中京・近畿の３大広域圏については１５

（２００３）年末までに、その他の地域については１８

（２００６）年末までに本放送が開始されることを目

標に環境整備を進めています。通信・放送機構は、

新技術・サービスの開発を推進し、早期の全国的

普及を図ることを目的として、全国１０か所の地上

デジタル放送研究開発用共同利用施設及びこれら

を接続する全国ネット中継実験設備を整備し、１１

年８月から７か所で、１１年１２月から全１０か所でデ

ジタル放送の実証実験を開始しました。

３ 研究開発の推進

２１世紀の高度情報通信社会を人間と親和性のあ

る豊かなものとするため、通信総合研究所では１２

年度より５か年計画で、�１情報通信のヒューマニ

ゼーション技術、�２次世代マルチギガビット通信

プラットフォーム技術、�３ペタビット級ネット

ワーク基礎技術の研究開発を一体的に実施してい

ます。

４ 高齢者・障害者対策

高齢者・障害者を含む誰もが情報通信の利便を

享受できる「情報バリアフリー」環境の整備を図

ることを目的として、１１年度においては、情報バ

リアフリー型通信・放送システムの研究開発、福

祉支援情報通信システムの開発・展開、高齢者・

障害者のためのホームページ簡易制作システムの

実証実験、高齢者・障害者向け通信・放送サービ

ス充実研究開発助成等の施策を実施しました。

５ 沖縄振興策の推進

郵政省では、沖縄をアジア・太平洋地域におけ

る情報通信ハブとして形成するため、「沖縄マル

チメディア特区構想」を提唱し、情報通信分野に

おける�１情報通信基盤の整備、�２人材の育成・研

究開発の推進、�３先進的なアプリケーションの展

開、�４情報通信産業の集積、�５情報発信機能の強

化を促進するための施策を実施しているところで

す。

また、１２年７月には、九州・沖縄サミットが名

図表９ 消費支出と情報通信支出の変化（２年を１００とする）

「家計調査年報」及び「家計調査報告」（総務庁）により作成
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護市で開催されるなど、政府としては北部地域の

振興策に積極的に取り組んでいく方針が決定され

ており、郵政省も名護市を中心に様々な情報通信

施策を展開しています。
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